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「最近の他県の拠点病院の状況、及び
全国共通の講習・講演資料について」
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「アレルギー疾患対策基本法の
現状と今後の展望」

NHO 福岡病院
名誉院長 西間三馨

（2019.6.16）



2018年から進行中のもの

1. 県拠点病院におけるモデル事業（千葉、山梨、三重の3県）
2. 最新知見を提供する公式ウエブサイト構築（アレルギーポ

ータルサイトとして2018年10月19日Ｗｅｂオープン）
3. 地方拠点病院の指定（昨年末で約20府県）及び都道府県ア

レルギー疾患医療連絡協議会の開催
4. 公的研修会の共通資料作成
5. アレルギー電話相談とその主な相談内容の資料作成とＷｅｂ

掲載
6. 研究10ヵ年戦略の作成と公表（2019年1月）
7. 厚労省保育所におけるアレルギー対応ＧＬ改訂
8. 文科省学校ＧＬの改訂
9. 新たな視点として「保健指導」の実施 とマニュアル作成



免疫アレルギー疾患実用化研究分野
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目的・概要

免疫
疾患領域

アレルギー
疾患領域

・アトピー性皮膚炎
・気管支喘息、花粉症、アレルギー性鼻炎、
・アレルギー性結膜炎
・食物アレルギー、薬剤アレルギー
・その他アレルゲンに起因する免疫反応に関わる疾患

・関節リウマチや皮膚・粘膜臓器の異常に起因する疾患等、
何らかの免疫反応が関与する疾患

アレルギー疾患対策基本法等
政策と連携した研究開発の推進

・病因・病態の解明等に関する研究
・予防、診断及び治療法に関する基礎的研究の成果・シーズを
新規創薬、医療技術等実用化につなげる研究開発

を進め、患者のQOLの維持・向上を目指す。

ＡＭＥＤ（ ）

http://www.amed.go.jp/
http://www.amed.go.jp/


PPI : Patient and Public Lnvolvement





アレルギーポータルサイトのゴール

患者さんや医師･医療従事者･学生を問わず、

「だれでも、どこでも」 信頼できるアレルギー疾患の

病態･検査･治療（薬剤を含む）情報を得ることを可能にする。

 広く国民全体を対象として正しい知見の普及を促す。

 確かな情報がきわめて重要な乳児期･幼少期･学童期における
養育者（特に母親）、思春期･青年期の患者さんに向けて、
モバイルフレンドリーな情報を発信する。

 なかでも携帯端末での容易な検索･視聴に注力する。

 情報レイアウトやキャラクターなど、画面の見やすさを追求する。



アレルギー相談センター
Q&A

食物アレルギーについての
1000の相談から選んだ50

近日アップ !!



（平成29年度 アレルギー電話相談事業 実績報告）



（平成29年度 アレルギー電話相談事業 実績報告）
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A二次医療圏
・地域住民啓発講演会
・医療従事者向け教育研修
・保健師､教員等向け教育研修
・かかりつけ医への最新情報
（診療・治療）

かかりつけ
医

一般病院

都道府県アレルギー疾患医療連絡協議会（都道府県により開催）
（構成例：都道府県、都道府県拠点病院、日常診療を担う医療機関、専門的知識を有する医療従事者、

医師会、市区町村、教育関係者、患者、住民 等）

病院（事務局）
診療科 :小 児 科 、内 科、

耳 鼻 咽 喉 科、
臨 床 研 究
アレルギ－疾患専門看護師の育成

大 学 等

診療科：皮 膚 科 、眼 科
アレルギ－疾患専門看護師の育成

・発足
・方針の決定
・成果の確認

連携

アレルギー疾患都道府県拠点病院モデル事業

紹介・逆紹介
の強化

（事業目的）
・「アレルギー疾患対策基本指針」により、都道府県はアレルギー疾患に係る医療提供体制を検討すること
とされているが、医療提供体制は各地域で状況が多様であり、標準的な体制が現状存在しない。

・当該モデル事業を実施することで、各都道府県が行うアレルギー医療提供体制構築の一助とする。

都道府県拠点病院

Ｂ二次医療圏
・地域住民啓発講演会
・医療従事者向け教育研修
・保健師､教員等向け教育研修
・かかりつけ医への最新情報
（診療・治療）

一般病院かかりつけ
医

紹介・逆紹介
の強化

紹介・逆紹介
の強化

紹介・逆紹介
の強化

人材育成研修
等の実施

人材育成研修
等の実施

【事業実施イメージ（案）】

国
補
助

モデル事業として、
・拠点病院内や、関係する医療圏
内での患者相談への対応

・アレルギーに係る医療従事者育
成のための研修

・一般病院への診療支援等
を実施する際に支援を行う。



山梨大学医学部附属病院

●体制

・病院内にアレルギーセンターを設置し、基礎医学系講座も関与し
た体制を構築（主に耳鼻科・皮膚科）
・小児の食物経口負荷試験も今後実施していく

●取組事業
（１）相談対応
・HPメール相談 （各科医師が回答）
・AIを用いたFAQサイトの開設
（２）研修会実施
・地域の多職種に対する研修会
・院内での研修会の充実
（３）情報提供
・市民公開講座
・HP開設によるウェブでの情報
・行政と連携した調査研究の実施
（４）診断等支援
・食物経口負荷試験の開始





国立病院機構 三重病院
●体制

・三重大学医学部附属病院も拠点病院として指定を受けており、２施
設が連携した体制を構築
（三重病院としては、主に、内科・小児科・耳鼻科）

●取組事業
（１）相談対応
・小児アレルギーエデュケーター
（PAE）による電話相談（週２回）

（２）研修会実施
・地域医師会と連携した研修会
・市民公開講座
（３）情報提供
・アレルギーポータルみえ開設
・啓発イベント（年2回）
（４）診断等支援
・県内医療機関とのオンライン病診
連携システムの整備





千葉大学医学部附属病院

●体制
・病院内にアレルギーセンターを設置し、専属のPAEを配置し、連絡体制
等が整備（主に内科、小児科、耳鼻科、皮膚科）

●取組事業
（１）相談対応
・PAE電話相談とHPメール相談
・ピアサポート（NPO・患者会協力）
（２）研修会実施
・院内外での研修会（医師会連携）
・市民公開講座
・専門的な栄養士育成（NPO連携）
（３）情報提供
・県内の医療機関に関する情報
・実態調査と結果公開
（４）診断等支援
・食物経口負荷試験の県内連携
（一般医でのプロトコール標準化）





平成31年1月まで

平成31年4月現在 28都府県、54病院

都道府県アレルギー疾患拠点病院 選定状況





職業性アレルギー疾患GL

図3. アレルギー総合ガイドライン2019  
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平成30年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事
業）

アレルギー疾患に対する保健指導マニュアル開発のための研究 研究班





アレルギー疾患を有する者への対応が求めら
れることが多い施設関係者等への研修資料





＊保育所におけるアレルギー対応ガイドラインの見直し検討会
2018年11月16日 第1回 （見直しの方向性）
2019年2月6日 第2回 （改訂素案）

（この間、パブリックコメントを実施）
2019年3月13日 第3回 （改定案）

【構成員】
今井 孝成 （昭和大学医学部小児科学講座准教授、昭和大学病院小児医療センター長）
北野 久美 （社会福祉法人愛育会あけぼの愛育保育園 園長）
西間 三馨 （独立行政法人国立病院機構福岡病院 名誉院長）
平川 俊夫 （公益社団法人日本医師会常任理事）
藤澤 隆夫 （独立行政法人国立病院機構三重病院 院長）
宮本 里香 （横浜市こども青少年局保育・教育人材課担当係長）
守屋 由美 （大和市健康福祉部健康づくり推進課 係長
渡邉 久美 （目白大学看護部 助教）

◎座長
〇座長代理

◎

〇









アレルギー疾患対策推進協議会委員名簿

：協議会長



第3章 経済再生と財政健全化の好循環

2. 経済・財政一体改革の推進など

（2） 主要分野ごとの改革の取組
① 社会保障
（予防・健康づくりの推進）
（ⅲ）健康増進に向けた取組、

アレルギー疾患・依存症対策
「・・・アレルギー疾患の重症化予防と症状

の軽減に向けた対策を推進する。・・・」

【経済財政運営と改革の基本方針2019（仮称）原案.令和元年6月】



アレルギー疾
患対策基本法

（栗山原図 改西間）

図16. アレルギー疾患対策基本法に関わる職種・組織
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（内海外在籍 2名）

（日本アレルギー学会 2019年5月末現在）

内科 1976名（ 56 名）
小児科 1396名（ 54 名）
耳鼻科 381名（ 4 名）
皮膚科 385名（ 20 名）
眼科 23名（ 2 名）

（ ）内は福岡県



（日本アレルギー学会 2019年5月末現在）
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（日本アレルギー学会 2019年5月末現在）
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（日本アレルギー学会 2019年5月末現在）
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